
○桶川市勤労者住宅資金貸付制度要綱 

昭和５０年１１月１日 

告示第２９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、桶川市内に居住する勤労者の持家取得を容易にする

ため、勤労者住宅資金（以下「資金」という。）の貸付けを行い、もっ

て勤労者の福祉の向上と労働力の確保に資することを目的とする。 

（利用者の資格） 

第２条 資金を利用することができる者は、次の各号に掲げる要件を備え

ている者とする。 

（１） 桶川市内に居住し、又は、居住しようとしている勤労者で、同

一事業所に１年以上勤務している者であること。 

（２） 資金の貸付けを受けようとする時の年齢が１８歳以上６０歳以

下であって、かつ、償還を完了する時の年齢が７０歳（無担保の貸付

けにあっては６５歳）以下であること。 

（３） 家族収入を含めて、借入金を返済しながら生活し得る収入のあ

る者であること。 

（４） 市県民税が完納されていること。 

（令和４告示９５・一部改正） 

（資金の貸付対象） 

第３条 資金の貸付けは、住宅の新築、増改築及び購入並びに宅地（自ら

居住する専用住宅を直ちに建築するための用地をいう。）の取得に対し

て行うものとし、その対象となる住宅は、次の各号に掲げる要件を備え

ているものでなければならない。ただし、投資を目的とするものには、

貸付けない。 

（１） 自ら居住する専用住宅であること。 

（２） 新築（増改築を含む。）又は購入予定の住宅の所在地が桶川市



内であること。 

（３） 当該住宅に係る宅地面積が１００平方メートル以上であること。

ただし、昭和４８年７月３１日以前に建築された住宅の増改築・購入

の場合は、この限りではない。 

（４） 法令等に違反していない建築物であること。 

（資金の預託） 

第４条 市は、資金の貸付けの促進を図るため、予算に定める範囲内の金

額を市長が定める金融機関（以下「取扱金融機関」という。）に預託す

るものとする。 

（資金の運用） 

第５条 前条の規定により預託を受けた取扱金融機関は、預託金額の５倍

相当額以内の貸付けを行うものとする。 

（貸付けの条件） 

第６条 資金の貸付条件は、次のとおりとする。 

（１） 貸付金額は有担保にあっては２，５００万円、無担保にあって

は５００万円を限度とし重複して利用することができない。 

（２） 貸付利率は、取扱金融機関と別途協定書により協定する。 

（３） 貸付期間は、３０年以内とする。ただし、無担保で貸付の場合

は１５年以内とする。 

（４） 償還方法は、原則として元利均等月賦償還と半年賦償併用方式

のいずれか一方とする。ただし、半年賦併用は、２００万円を超える

貸付けの場合のみ適用を認めるものとする。 

（５） 前号の規定にかかわらず、繰上償還することができる。 

（抵当権及び保証） 

第７条 資金の貸付けを受けた者は、無担保で貸付けする場合は除き、当

該貸付けの対象となった住宅を担保物件として、抵当順位第１位で差し

入れることを原則とする。ただし、独立行政法人住宅金融支援機構、地



方公共団体等の公的機関、金融機関又は勤務先と併用する場合等で後順

位となる場合は、その都度取扱金融機関が審査のうえ決定する。 

２ 資金の貸付を受けたものは、一般社団法人日本労働者信用基金協会の

債務保証制度を利用するものとする。 

３ 資金の貸付けを受けた者に収入合算者又は担保提供者がいる場合は、

前項の債務保証制度の利用に加え、これらの者を連帯保証人として立て

るものとする。 

（令和４告示９５・一部改正） 

（申込書の提出等） 

第８条 資金の貸付けを受けようとする者は、勤労者住宅資金貸付申込書

（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申込書の提出を受けたときは、貸付資格の適否を審査

のうえ決定し、速やかに資金貸付決定通知書（様式第２号）により当該

申込者に通知するものとする。 

３ 貸付資格を有する者がその年度において貸付けの限度枠を超えたとき

は、貸付けを受けるものは、抽選によって決定する。 

（借入書類の提出） 

第９条 前条の規定により資金の貸付資格決定通知を受けた者は、通知を

受けた日から６ヶ月以内に、取扱金融機関が定める様式による借入れに

必要な書類を当該金融機関に提出するものとする。 

２ 前項に定める期間内に借入手続をしない者は、貸付資格を放棄したも

のとみなす。 

（報告） 

第１０条 取扱金融機関は、資金の貸付けを終了したときは、速やかにそ

の結果を、貸付実行報告書（様式第３号）により市長に報告するものと

する。 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市と取扱金融機関



が協議して定める。 

附 則 

この要綱は、昭和５０年１１月１日から施行する。 

附 則（昭和５９年告示第２８号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和６３年告示第３６号） 

この告示は、昭和６３年５月１日から施行する。 

附 則（平成３年告示第３６号） 

この告示は、平成３年３月２８日から施行する。 

附 則（平成５年告示第２４号） 

この告示は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１０年告示第５３号） 

この告示は、平成１０年７月１日から施行する。 

附 則（平成２１年告示第６１号） 

この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年告示第６４号） 

この告示は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年告示第９５号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

 


